
深谷市 16

面　積 市町村類型 Ⅲ－１ Ⅰ－４ 区  　分 決算額 構成比 増減率 うち経常一般財源収入 区  　分 増減率

令 和 2 年 141,268人 令 和 2 年 1,021人 地方税 19,245,724 30.7 △ 0.6 135,169 円 18,712,637 議会費 △ 2.3 円

平 成 27 年 143,811人 平 成 27 年 1,039人 第１次 第２次 第３次 地方譲与税 651,164 1.0 1.5 4,573 円 651,164 総務費 △ 71.4 円

増 加 率 -1.8% 令 和 2 年 67,067人 5,070人 19,588人 42,343人 利子割交付金 11,539 0.0 △ 18.0 81 円 11,539 民生費 17.5 円

R4.1.1 142,383人 平 成 27 年 66,775人 7.6 29.2 63.2 配当割交付金 113,014 0.2 52.2 794 円 113,014 衛生費 25.7 円

R3.1.1 142,803人 5,446人 20,364人 40,708人 株式等譲渡所得割交付金 134,053 0.2 51.2 941 円 134,053 労働費 0.5 円

増 加 率 -0.3% 8.2 30.6 61.2 地方消費税交付金 3,224,436 5.1 8.5 22,646 円 3,224,436 農林水産業費 △ 8.2 円

ゴルフ場利用税交付金 42,156 0.1 10.9 296 円 42,156 商工費 △ 43.2 円

自動車税環境性能割交付金 86,907 0.1 △ 4.0 610 円 86,907 土木費 △ 8.5 円

法人事業税交付金 226,720 0.4 89.0 1,592 円 226,720 消防費 △ 23.6 円

地方特例交付金 351,816 0.6 75.4 2,471 円 346,720 教育費 △ 14.3 円

地方交付税 7,620,368 12.2 18.0 53,520 円 6,911,902 公債費 5.2 円

   うち　普通交付税 6,911,902 11.1 19.8 48,544 円 6,911,902 災害復旧費 皆減 円

　　　    特別交付税 708,466 1.1 3.5 4,976 円 0 諸支出金 -

交通安全対策交付金 22,420 0.0 △ 1.3 157 円 22,420 繰上充用金 -

分担金・負担金 861,443 1.4 △ 5.8 6,050 円 0 合　　計 △ 21.4 円

使用料・手数料 521,434 0.8 5.4 3,662 円 0

国庫支出金 14,124,443 22.6 △ 43.7 99,200 円 0 × ○ ○

県支出金 3,775,729 6.0 △ 3.0 26,518 円 0 ○ × ×

財産収入 362,833 0.6 94.2 2,548 円 161,739 × × ○

寄附金 421,092 0.7 △ 2.8 2,957 円 0 ○ × ×

繰入金 1,275,513 2.0 12.7 8,958 円 0 × ○ ×

繰越金 4,725,788 7.5 △ 7.2 33,191 円 0 ○ × ○

諸収入 1,353,352 2.2 △ 22.5 9,505 円 34,754

地方債 3,488,600 5.6 △ 40.3 24,502 円 -

構成比

歳     　出　     内     　訳    　（  　性    　質    　別　  ）

区　   分 決算額 構成比 増減率

職員数 平均年齢 人件費 9,269,853 16.8 2.2 65,105 円

691 42.3歳    うち　職員給 6,134,697 11.1 1.5 43,086 円

63 39.4歳 扶助費 17,455,305 31.6 20.3 122,594 円

223 38.8歳 公債費 3,093,947 5.6 5.2 21,730 円

18 52.4歳 物件費 8,476,543 15.4 1.3 59,533 円

- - 維持補修費 96,310 0.2 △ 14.4 676 円

995 41.5歳 補助費等 3,629,573 6.6 △ 81.8 25,492 円

決算額    うち　組合分 1,219,674 2.2 1.7 8,566 円

112,030 　 　　　組合分以外 2,409,899 4.4 △ 87.2 16,925 円

768,051 繰出金 4,819,095 8.7 14.4 33,846 円

- 貸付金 104,229 0.2 △ 15.7 732 円

- 投資及び出資金 213,786 0.4 △ 8.6 1,501 円

- 0.0 積立金 2,095,444 3.8 4.9 14,717 円

1,776,940 2.8 普通建設事業費 5,918,249 10.7 △ 31.1 41,566 円

1,449,997    うち　補助事業 1,158,137 2.1 △ 67.6 8,134 円

- 　 　　　単独事業 4,754,967 8.6 △ 5.0 33,396 円

1,592,158 　　 　　その他 5,145 0.0 △ 15.5 36 円

災害復旧事業費 0 0.0 皆減 0 円 - -

合　　計 55,172,334 100.0 △ 21.4 387,492 円 33,386,196 26,789,721 82.5

-
定 額 運 用
基金現在高

土 地 開 発
基 金

1,487,000

国民健康保険事業
計 19,245,724

後期高齢者医療事業会計
徴 収 率 98.4

3,155,861 - -

収 益 事 業 収 入 額 62,300 合　          計 5,699,176

5,145 - -

実 質 徴 収 率 98.4

0

特 定 目 的
基 金

8,644,741
宅地造成事業 入 湯 税 3,685

142,286

100.0

3,446,657 -

老人保健医療事業

285,651 -

0 0 0.0

82,026 0.3

介護保険事業 都 市 計 画 税 533,087

1,599,167 - -

-

0.0

1,042,680 1,042,680 3.2

下水道事業

1,630,769 1,197,774 3.7

積 立 金
現 在 高

財 政 調 整
基 金

13,317,936
上水道事業

特 別 土 地 保 有 税 0

減 債 基 金 1,684,156
農業集落排水事業

その他の法定普通税 - -

3,997,945 3,098,328 9.5

特定地域生活排水事業

区　      分 公営企業等への繰出

2,673,449 2,240,454 6.9合       計 316,722円
市 町 村 た ば こ 税 989,442 5.1

臨時職員 -

5,793,515 5,652,838 17.4

消防職員 303,859円

4,238,854 4,238,854 13.1

技能労務職員 327,311円
軽 自 動 車 税 467,254 2.4

73,890 0.273,890

教育公務員 279,462円
固 定 資 産 税 8,522,885 44.4

5,506,382 - -

実質単年度収支
（Ｆ＋Ｇ＋Ｈ－Ｉ）Ｊ

1,057,833 3,954,095

区     　分 決　算　額

3,008,108 3,008,108 9.3

経常収支比率

8,412,325 8,395,223 25.9区　     分 １人あたり給料月額
法 人 1,276,304 6.6

住民１人当

一般職員 323,994円

市 町 村
民 税

介 護 保 険

　　　　　　　　　　Ｈ 地方債現在高の標準財政規模に対する割合 149.2

積立金取崩額

合　　計 62,640,544 100.0 △ 16.4 439,941 円

0
財政調整基金残高の標準財政規模に対する割合 41.8 小 ・ 中 学 校

30,680,161

個 人 7,453,067 38.7
一般財源 うち経常一般財源

民 生 ・ そ の 他

　　　　　　　　　　Ｉ 職員１人あたり人口 143人 
432,350 622,201

債務負担翌年度以降支出予定額 28,906,377

繰上償還金
0

常 備 消 防 国 民 健 康 保 険

　　　　　　　　　　Ｇ ラスパイレス指数 100.3 老 人 福 祉 施 設 消 防 災 害 補 償 老 人 保 健

積立金
1,489,074 1,616,642

地方債現在高 47,582,818 総 務 ・ そ の 他

　　　　　　　　　　Ｆ 将来負担比率 - 事 務 機 共 同 火 葬 場 収 益 事 業

じ ん か い 処 理 教 育 ・ そ の 他

単年度収支
1,109 2,959,654

実質公債費比率 △ 1.7 退 職 手 当 し 尿 処 理 そ の 他

実質収支
3,008,366 5,968,020

実質赤字比率 - 一　部　事　務　組　合　加　入　の　状　況

　（Ｃ－Ｄ）　　　 Ｅ 連結実質赤字比率 - 議 員 公 務 災 害

- - -

　　　　　　　　　　Ｄ 経常収支比率 82.5 55,172,334 100.0 387,558 33,386,196

翌年度に繰越すべき財源
1,717,422 1,500,190

公債費負担比率 7.4 0

　　　　　　　　　　Ｃ 実質収支比率 18.7 0 - - -

歳入歳出差引額
4,725,788 7,468,210

財政力指数 0.75

1,679,357

8.9 34,675 4,024,490

　　　　　　　　　　Ｂ 標準財政規模 31,884,471

0 0.0 0 0

歳出総額
70,203,414 55,172,334

標準税収入額等 22,241,789 4,937,187

5.6 21,730 3,008,1083,093,947

2.9 11,058 542,615

歳入総額
74,929,202 62,640,544

基準財政需要額 24,777,578 5,774,442 10.5

区     　分 令和2年度 令和3年度 区   　分 指　数　等 1,574,537

40,556 4,336,358

　　　　　　　　　　Ａ 基準財政収入額 17,641,538 2,148,892 3.9 15,092

国 勢 調 査
人 口 密 度

産　業　構　造 286,981 0.5 2,016 286,981

区   　分 6,569,303 11.9 46,138 5,335,469

人 口 集 中
地 区 人 口

基 本 台 帳

4,336,348 7.9 30,456 2,853,529

R4.1.1 世 帯 数 61,405 平成27年
62,832

就 業
人 口

令 和 2 年
25,165,529 45.6 176,745

0.1 441 17,108

1,222,336 2.2 8,585 1,004,083

10,298,098

令 和 3 年 度 普 通 会 計 決 算 状 況

（単位：千円 ・％）

歳　   入   　内   　訳 歳  　出  　内  　訳  　（ 　目　 的　 別 　）

人   　口 138.37  ｋ㎡ R3年度交付税種地区分 住民１人当 決算額 構成比 住民１人当 一般財源


